
令和３年３月１６日 
 

○○市 市民税課 
 
 
 

 

法人○民税の申告及び納付ついてのお知らせ 
 

 貴社にかかる法人○民税の申告期限及び納付期限が近づいております。つきましては、
期限までに申告納付をお願いいたします。 
 
１．申告区分 確定申告 
２．事業年度 令和 ２年 ４月 １日 から 令和 ３年 ３月３１日 
３．申告納付期限 令和 ３年 ５月３１日 
４．納付場所 以下（別紙）のとおり 

（全角 39 文字×17 行を自由入力欄として設定 ※文字数は例です。） 
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 
XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 

 

〒xxx – xxxx 
東京都○○区○○○○ １－１－１ 
 
株式会社○○○○           様 

カスタマーバーコード 

【お問合せ先】 
〒XXX-XXXX ○○県○○市○○ １－１－１ 
○○市役所 市民税課 課税係 
TEL 111-1111 

固定文字列 

１～３の情報を DBから出力。 

４は別紙を入れる団体、納付書の裏面にプレ

印字しない場合に、以下に記載可能。税率を

入れたい場合なども任意に記載可能。 

※申告期限としていましたが、申告納付期限

の方が良いでしょうか︖ 

※システム機能の帳票保守として、SE作業に

寄らずとも本文変更できることを想定。 

協議用のイメージです。 
レイアウトを決定するものではありません。 



100-8926                             第 ○○号 
○○○県○○○市○○１丁⽬       
株式会社 ○○○ 御中            令和○年○⽉○⽇ 

  ○○市⻑ 
   ○○○ ○○○ 

 
法⼈市⺠税更正・決定通知書 

 
次のとおり更正・決定しましたので通知します。 

更正・決定事由 地⽅税法○○○条     による更正 
法⼈管理番号  事業年度 平成○年○⽉○⽇から平成○年○⽉○⽇まで 
法⼈名 株式会社 ○○○ 
所在地 ○○○県○○○市○○○１丁⽬ 

 
区    分 更正・決定前 更正・決定後 

課税標準となる法⼈税額⼜は個別帰属法⼈税額 1,122,964,000 円 1,133,964,000 円 
分割基準 2,500/2,500 2,500/2,500 
課税標準額 1,122,964,000 円 1,133,964,000 円 
税率 10.0/100 10.0/100 
法⼈税割額 112,296,400 円 113,396,400 円 
市町村⺠税の特定寄附⾦税額控除額 241,000 円 241,000 円 
外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額⼜は
個別控除対象所得税額等相当額の控除額 242,000 円 342,000 円 
外国の法⼈税等の額の控除額 243,000 円 243,000 円 
仮装経理に基づく法⼈税割額の控除額 244,000 円 244,000 円 
差引法⼈税割額 111,326,400 円 112,326,400 円 
租税条約の実施に係る法⼈税割額の控除額 245,000 円 245,000 円 
納付すべき法⼈税割額 ➀ 111,081,400 円 ② 112,081,400 円 
均等割⽉数 12/12 12/12 
納付すべき均等割額 ③  3,600,000 円 ④  3,600,000 円 
合計税額(➀＋③)⼜は(②＋④) ⑤ 114,681,400 円 ⑥ 115,681,400 円 

この通知により納付すべき⼜は還付（△印）する税額（⑥―⑤ ⑦） 1,000,000 円 

 ⑦の内訳 
法⼈税割(②−①) 1,000,000 円 
均 等 割(④−③) ０円 

 
指定納期限 令和○年○⽉○⽇ 

 
 
                  
 
 
 

公 印 

教⽰⽂・問い合わせ先等 

カスタマーバーコード 
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